
○三原市賃上げ支援事業補助金交付要綱

令和８年７月１日

要綱第 116 号

（趣旨）

第１条 この要綱は、物価高騰等の影響による厳しい経営状況の中、雇

用維持、人材確保等のために賃上げを行う市内の中小企業者等に対し、

予算の範囲内において三原市賃上げ支援事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付に関しては、三原市補助金等

交付規則（平成１７年三原市規則第５６号)に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において「中小企業者等」とは、次の各号のいずれか

に該当する事業者又は個人事業主をいう。

(1) 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の法人である事業者又

は常時使用する労働者の数が３００人以下の事業者であって、次号

から第４号までに掲げる業種以外の業種に属する事業を主たる事業

として営むもの

(2) 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の法人である事業者又

は常時使用する労働者の数が１００人以下の事業者であって、卸売

業に属する事業を主たる事業として営むもの

(3) 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の法人である事業者

又は常時使用する労働者の数が５０人以下の事業者であって、小売

業に属する事業を主たる事業として営むもの

(4) 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の法人である事業者

又は常時使用する労働者の数が１００人以下の事業者であって、サ

ービス業に属する事業を主たる事業として営むもの

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は中小

企業者等から除く。

(1) 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の

大企業（中小企業者等以外の者であって、事業を営むものをいう。

以下この項において同じ。）が所有している中小企業者等



(2) 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業

が所有している中小企業者等

(3) 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以

上を占めている中小企業者等

(4) 発行済株式の総数又は出資価格の総額を前３号に該当する者が

所有している中小企業者等

(5) 第１号から第３号までに該当する者の役員又は職員を兼ねてい

る者が、役員の全てを占めている中小企業者等

３ この要綱において「賃上げ」とは、中小企業者等が雇用する労働者

の基本給単価を引き上げることをいう。

４ この要綱において「基本給単価」とは、中小企業者等が雇用する労

働者に対し支払うべき基本給（労働の対価として支払う賃金から賞与

及び各種手当を除いたものをいう。）を算出するための単価であって、

時間、日、週、月又は年を単位とするもの及び広島労働局が定める広

島県最低賃金又は広島県特定（産業別）最低賃金以上のものをいう。

（補助対象者）

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号のいずれにも該当する中小企業者等とする。

(1) 事業者にあっては、市内に本社若しくは本店又は主たる事業所を

有すること。

(2) 個人事業主にあっては、代表者が市内に住所を有し、かつ事業所

を市内に有すること。

(3) 市税を滞納していないこと。

(4) 今後も事業を継続する意思があること。

(5) 令和７年度又は令和８年度に賃上げを目的とする公的給付を受

けていないこと。

(6) 宗教活動又は政治活動に係る事業を行っていないこと。

(7) 社会通念上不適切であると判断される事業を行っていないこと。

(8) 三原市暴力団排除条例（平成２４年三原市条例第４号）第２条第

１号から第３号までに規定する暴力団、暴力団員及び暴力団員等に

該当しないこと。



(9) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）に規定する性風俗関連特殊営業又は当該事業に係

る接客業務受託営業を行う事業者に該当しないこと。

（補助対象労働者）

第４条 補助の対象となる労働者（以下「補助対象労働者」という。）は、

補助対象者が市内の事業所に勤務する労働者に支払った基本給単価に

ついて、令和７年４月１日から令和８年１２月３１日までの間に、２

パーセント以上の賃上げ率の賃上げを行った者とする。

２ 前項の賃上げ率は、賃上げ後の基本給単価から賃上げ前の基本給単

価の差額を賃上げ前の基本給単価の額で除して算出するものとする。

３ 補助金交付申請日時点で、市内の事業所に勤務している者とする。

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、補助対象労働者の数に２万円を乗じて得た額と

し、１０万円を上限とする。

２ 補助金の交付は、１補助対象者につき１回限りとする。

（補助金の交付申請等）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

三原市賃上げ支援事業補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）

に、次に掲げる書類を添付して、令和９年１月２９日までに、市長に

提出しなければならない。

(1) 補助対象労働者に係る労働条件通知書の写し

(2) 補助対象労働者に係る賃上げ前後の賃金台帳の写し

(3) 個人事業主にあっては、代表者が市内に住所を有し、かつ事業所

を市内に有することが確認できる書類の写し

(4) その他市長が必要と認めるもの

２ 前項の規定による交付申請は、電子申請又は持参によるものとする。

（交付決定及び額の確定）

第７条 市長は、前条の規定による交付申請を受けたときは、当該申請

の内容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付決定及び補助金

の額の確定を行い、三原市賃上げ支援事業補助金交付決定通知書兼額

の確定通知書（様式第２号）により、適当でないと認めるときは三原



市賃上げ支援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、申

請者にそれぞれ通知するものとする。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定及び額の確定をした

ときは、申請者に補助金を交付するものとする。

（交付決定の取消し）

第８条 市長は、申請者が偽りその他不正の方法により補助金の交付を

受けたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。

（補助金の返還）

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場

合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付してい

るときは、期限を定めて返還を命ずるものとする。

（その他）

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。

附 則

この要綱は、令和８年７月１日から施行する。


